
１　地域医療再生計画について

(1)趣旨

(2)補助対象

(3)執行停止

(4)事業規模

(4)対象箇所

２　沖縄県地域医療再生計画の骨子

(1)対象とする二次医療圏
① 宮古・八重山保健医療圏 基金の申請額25億円 二つの二次医療圏の計画をまとめたもの
② 北部保健医療圏 基金の申請額25億円

合計 基金の申請額50億円

(2)対象とする理由
① 離島・へき地で構成されており、医療に関する人的資源や物的資源が少ない。
② 不安定な医療提供体制の環境下にあり、それに係る医療課題の解決を図る必要がある。
③

(3)再生計画（案）の骨子
①

②

③

(4)これまでの経緯及び今後の予定

① 厚生労働省へ再生計画（案）の提出（平成21年10月16日）
② 厚生労働省の内示（平成21年12月18日）
③ 厚生労働省への交付申請（平成22年１月７日）
④ 厚生労働省による交付決定（平成22年１月中）
⑤ 沖縄県議会２月議会に、基金条例案と基金受け入れのための補正予算案を提出する。

同議会に、再生計画を実施するための事業費を盛り込んだ平成22年度予算案を提出する。
⑥ 条例案及び予算案の成立後、執行する（平成22年４月以降）

(5)

沖縄県地域医療再生計画の骨子

医師、看護師等の医療従事者の育成、確保、県内定着を図り、そのため
の継続的な体制を整備する。

限られた医療資源の中で、それを効果的、効率的に活用するため、医療
の機能分化、連携を構築する。

離島・へき地における救急や周産期医療等、直面する医療課題の解決を
図る。

二次医療圏ごとに一つの計画を作成する。ただし、合理的理由があれば、複数の二次
医療圏を一つとして計画を作成することも可能である。

一つの二次医療圏の補助限度額が25億円で、各都道府県２カ所の計画を提出すること
ができる。25億円×２ヶ所＝50億円が各県の補助限度額となった。

　 ※二次医療圏   　高度・特殊な医療を除いて、健康増進から予防・診断・
      　 治療・リハビリに至るまでの包括的な保健医療サービスを提供すべき
         地域的単位（県内では、北部、中部、南部、宮古、八重山の５カ所がある）

「経済危機対策」（平成21年４月10日）による施策として、都道府県が地域医療計画を
策定し、当面の地域医療の課題を解決していく。厚生労働省が地域医療再生計画の内
容を審査、認定し、それに必要な費用を、都道府県が設置する地域医療再生基金に対
して交付する。事業期間は平成21～25年度の５年間である。

地域の実情に応じて実施するので、あらかじめメニューは限定しない。対象経費は、
ハード（施設・設備整備）、ソフト（事業運営）の費用双方である。都道府県負担は無し
（補助率100％）でも可能である。

全国10ヶ所に予定されていた限度額100億円の計画は、次期診療報酬改定において、
地域医療に資する対応を行うことを前提に、補正予算の執行停止対象となった。

当該地域の医療提供体制を整備することは、当該地域住民の医療格差を是正するのみではな
く、県全体の医療提供体制の改善にもつながることが期待できる。

医療の機能分化と
連携

離島・へき地の課
題解決

人材の養成と確保

①福祉保健部の関係課長等で構成する連絡会議で協議した。さら
   に医療関係者で構成する関係者会合を開催し、専門的意見を聴
   取した。なお盛り込まれている各事業の案は、関係団体等に提出
   を依頼し、作成されたものである。
②有識者会議の沖縄県保健医療協議会で意見を聴取した。

再生計画（案）の
作成方法

資料２２



○

○ 二次医療圏ごとに25億円×２ヶ所＝50億円   　　実施期間は平成21～25年度の５年間

対象とする二次医療圏

①宮古・八重山保健医療圏

②北部保健医療圏

事業費の配分
30億５千３百万円

医師、看護師等の養成、確保、定着
・シミュレーションセンターの整備
・看護研修センターの整備
・医師・看護師修学資金貸与拡充　等

・妊婦・新生児搬送車の整備 ・休日夜間診療所の整備
・ 在宅歯科診療の実施 ・救急患者搬送車の整備
・ 在宅訪問薬剤管理等 ・院内助産所の整備
・ＩＴを活用した地域医療連携体制　等 ・院内保育所整備　等

計画の実施による効果

宮古・八重山圏で実施
する事業

○人材の養成と確保、県内定着を図り、そのための継続的な体制が整備できる

北部保健医療圏
宮古
保健

医療圏

沖縄県地域医療再生計画(案）
の提出

八重山
保健

医療圏

宮古・八重山保健医療圏県全体で実施する事業

○限られた医療資源の、機能分化と連携を図り　効果的、効率的に活用することができる　

○離島・へき地の直面する医療課題が解決できる

事業の効果　　　

北部圏で実施す
る事業

中部保健医
療圏

南部保健医
療圏

地域医療再生計画のフローチャート

沖縄県

沖縄県地域医療再生基金（仮称）
の設置、基金の造成

厚生労働省

県が地域医療再生計画を作成し、厚生労働省がその必要な費用を、都道府県が設置
する地域医療再生基金に対して交付する。

医療に関する人的資源や物的資源が少ない。

不安定な医療提供体制の環境下で、改善が必要。

 　　事業費の配分
 　　７億２千２百万円

　事業費の配分
　12億２千５百万円

再生計画(案）の認定、補助金
の交付 50億円

選定



現状と課題 実施後

地域医療再生計画（宮古・八重山保健医療圏）

大学、看護協会等

医師、看護師の
確保、資質向上

寄附講座

奨学金、地域枠拡充

○慢性的な医師・看護師不足

○病院勤務医の勤務環境改善、女性医師 や看護師

等の就労支援の必要性

○医療機関の役割分担・連携が不十分

○周産期医療及び救急医療体制の整備が不十分

○医療従事者の確保及び資質向上
・シミュレーションセンター・看護研修センターの設置
・寄附講座の設置、地域枠の拡充 等

○役割分担の明確化、連携体制の構築
・ 地域医療連携推進協議会の設置
・ 地域の中核病院の救急医療体制の強化 等

○離島医療の課題解決に必要な施設・設備の整備 等

方策

ﾈｯﾄﾜｰｸ化

県立病院
民間病院・

診療所

シミュレーションセンター・
看護研修センターの設置

地域医療連携推進協議会

在宅医療・歯科

・地域医療連携
・遠隔画像支援
・web会議
・関係者による協議会
の開催

離島診療所

離島診療所

離島診療所

市立救急診療所併設
がん対策推進

民間病院・
診療所

離島診療所の整備

医師交代
勤務等導入

胎児モニター整備

胎児モニター整備

妊婦の負担軽減等

離島診療の支援
代診医の配置

急患搬送車整備

＃８０００
導入

在宅医療・歯科



現
状
と
課
題

実施後

地域医療再生計画（北部保健医療圏）

大学、看護協会等

医師、看護師の
確保、資質向上

寄附講座

奨学金、地域枠拡充

○慢性的な医師・看護師不足

○病院勤務医の勤務環境改善、女性医師 や看護師

等の就労支援の必要性

○医療機関の役割分担・連携が不十分

○周産期医療及び救急医療体制の整備が不十分

○医療従事者の確保及び資質向上
・シミュレーションセンター・看護研修センターの設置
・寄附講座の設置、地域枠の拡充 等

○役割分担の明確化、連携体制の構築
・ 地域医療連携推進協議会、地域医療支援センターの設置

・ 中核病院の救急体制の支援、在宅医療の充実 等
○周産期医療の課題解決に必要な施設・設備の整備 等

方策

ﾈｯﾄﾜｰｸ化

県立北部病院

民間病院・
診療所

シミュレーションセンター・
看護研修センターの設置

地域医療連携推進協議会
地域医療支援センター

在宅医療・歯科

・地域医療連携
・遠隔画像支援
・web会議
・関係者による協議会

の開催

へき地診療所

離島診療所

離島診療所

医師会病院

医師交代
勤務等導入

胎児モニター整備

胎児モニター整備

妊婦の負担軽減等

離島診療の支援
代診医の配置

妊婦・新生児搬送車整備

がん対策推進

＃８０００
導入

基幹薬局

在宅医療・歯科

在宅医療



宮古・八重山及び北部保健医療圏における医師確保対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シミュレーションセンター 

・臨床研修の充実 

・医師・看護師の復職支援教育 

後期臨床研修医派遣事業 

県立病院群、ＲyuMIC(琉大)、群星(民間) 

宮古保健医療圏・八重山保健医療圏・北部保健医療圏 

                   平成１８年                                  平成２４年 

宮 古保健医療圏の医師数 ９０人(人口 10 万人あたり１６６．７人)       宮古・八重山圏域ともそれぞれ１５人以上の増加 

八重山保健医療圏の医師数 ８４人(人口 10 万人あたり１６１．５人)      人口１０万人あたり１９０人以上 

北 部保健医療圏の医師数１８４人(人口 10 万人あたり１７８．６人)       北部圏域で３５人増、人口１０万人あたり２１２人以上 

医師不足地域への 

後期研修医の派遣 

女性医師等 

復職研修事業 
支援 

琉球大学医学部寄附講座 

・地域医療の寄附講座 

医師修学資金貸与事業 

・琉球大学医学部に地域枠学生の 

設定 

地域枠医学生の 

学習支援 

離島・へき地の 

医療機関に勤務 

専
門
医
の
育
成(

各
分
野
の
専
門
医
の
確
保)

短時間正規雇用 

導入支援事業 

医師交代勤務等

導入促進事業 

医師事務作業補

助者の採用事業 

モデル事業

として実施
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
支
援
事
業 

(

デ
ル
事
業
実
施
の

め
の
医
師
を
派
遣
す

)

400 人前後いる 20 代、30

代の女性医師が結婚・出産

で離職したときの復職を

支援する 

医学部学生の約 50％が引き続き沖縄県内で医療に携わることを目標としたシステムをつくる 

沖縄臨床研修コンソーシアム（仮名）を設立し、３つの研修群

が連携して、研修を標準化して魅力ある研修を実施し、沖縄全

県での医師育成体制を整え、県内定着する医師を確保する。 

臨床研修修

了医の確保 



  

修学資金貸与事業 

・学校納付金貸与を新設 

・貸与人数を増員 

県 内 確 保 

看護研修センター(沖縄県看護協会が設置) 

・看護研修の充実・強化 

・看護師等の離職防止・復職支援教育 

・看護師養成のための実習指導者、看護教員養成研修

会の拡充 

看護職教育研修事業 

・新人卒後臨床研修 

・宮古・八重山地域 

衛星通信研修 

離職防止・定着

ナースセンター事業 

・事業の拡充・強化 

復職支援 

 
 

潜在看護師の

掘り起こし 

看 護 師 確 保 対 策 

代診医派遣事業 

・診療所医師の研修、 

休暇の代診医 

職場環境整備事業 

遠隔画像支援 

システム導入 

Ｗeb 会議 

システム導入 

医療機器等整

備 

勤務環境の改善による継続的確保

離島診療所等の医師確保対策 

看護職養成 

・実習指導者養成 

・看護教員養成 

 



宮古及び八重山保健医療圏の地域医療再生計画事業体系図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急医療設備整備 

・救急室改修 

・ＮＩＣＵ改修 

研修医受け入れ 

・研修医等宿舎整備 

産科の補完 

・院内助産所の整備 

勤務環境整備 

・院内保育所整備 

 

・休日夜間診療所の整備 ・救急患者搬送車の整備

救急医療体制の整備 

・医療情報共用システムの整備 

・準がん診療連携 

 拠点病院の指定 

地域がん診療

連携拠点病院 

地域の中核病院 

支援 

・クリティカルパスの導入促進 

二次保健医療圏

・離島診療所の整備 
・代診医の派遣 

・医療機器の整備 

・Ｗeb 会議システムの整備 

・遠隔画像支援システムの整備 
離
島
診
療
所
の
支
援

・在宅歯科診療の実施 

在宅医療体制の整備 

沖縄県歯科医師会 

＃８０００の実施 

受療行動の適正化 

臨床研修病院等 

医師の派遣

地区歯科医師会

支援

支援

歯科診療所 

地域医療連携システムの

推進 



 

北部保健医療圏の地域医療再生計画事業体系図 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・妊婦・新生児搬送車の整備 

周産期医療体制の整備 

・地域がん診療連携拠点病院・準がん

診療連携拠点病院

地域がん診療 

連携拠点病院 

県立北部病院

支援 

・クリティカルパスの導入

促進

二次保健医療圏 

・離島診療所の整備 
・代診医の派遣

・医療機器の整備 

・Ｗeb 会議システムの整備 

・ＩＴの活用 離
島
診
療
所
の
支
援

・ 在宅医療の充実 

・ 在宅歯科診療の実施

・ 在宅訪問薬剤管理等

地域医療連携の推進

在宅医療体制の整備

沖縄県歯科医師会 

支援

＃８０００の実施 

受療行動の適正化 臨床研修病院等 

医師の派遣

地区薬剤師会 

基幹薬局

医師会病院 

・遠隔画像支援システムの整備 

地域の中核病院 

地域医療連携体制

の総合整備 

中部保健医療圏 

地区歯科医師会

歯科診療所 

沖縄県 

医師会 
支援 



沖縄県 地域医療再生計画　事業別調書 （様式２）

１．交付要綱第４の別表の（１）の地域（宮古・八重山保健医療圏）

基準額 25 億円
（単位：千円）

事業概要 事業者名（施設名等（開設者名を含
む））

総事業費(A)
既に実施してい
る国庫補助対象

事業費(B)

既に実施してい
る地方単独事

業費（Ｃ）

新規又は拡充す
る国庫補助事業
に係る国庫補助

金額(D)

都道府県
負担額(E)

事業者負
担額(F)

負担額計
(G=E+F)

寄付金その他
収入額(H)

差引額額(A-B-
C-D-G-H)

他の国庫補助
事業の有無

継続の場合の
単年度事業費
予定額（円）

①当該地域における事業

在宅歯科支援研修事業
在宅歯科医療を充実し、全身ケアの維持につなげる。在宅歯科医療を実施
するに当たって、必要な研修を行い、在宅歯科医療に携わる歯科医師の増
加を図る。

沖縄県歯科医師会 8,000 0 8,000

在宅歯科診療機器整備事業 在宅歯科医療実施に必要な機器整備を行う 沖縄県歯科医師会 21,000 7,000 7,000 7,000 7,000 有

準がん診療連携拠点病院整備事業
がん診療拠点病院の要件を満たさないが、それに準ずる病院を準がん診療
拠点病院に指定し、相談支援、登録事業などを行い、がん対策を推進してい
く。

沖縄県（病院事業局） 40,000 0 40,000

地域がん診療拠点病院機能強化事業
地域がん診療拠点病院でのがん対策事業を充実させ、宮古・八重山保健医
療圏のがん対策に係る地域医療連携を推進する。

沖縄県（病院事業局）、那覇
市立病院

80,000 40,000 20,000 20,000 20,000 有 10,000

がん医療連携体制推進事業
がん医療連携におけるクリティカルパスの導入促進を図るとともに、がん情
報と知識を提供する体制を構築する。

沖縄県 21,000 0 21,000

研修医等宿舎確保事業
圏域外からの医療従事者を確保するため、医師、看護師、研修医等の宿舎
を整備する。

沖縄県（病院事業局） 200,000 0 200,000

救急医療体制強化のための施設・設備の整備
県立宮古病院内の改築に際し、同病院に宮古島市が運営する休日・夜間救
急診療所を整備し、一次救急を担う。

宮古島市 75,000 0 75,000

救急設備の改修
県立八重山病院は、年間25,000人の救急患者を取り扱い、救急搬送患者の
約85％を引き受けている。救急室の改築を行い、必要な医療機器整備を行
う。

沖縄県（病院事業局） 56,000 0 56,000

救急患者搬送車整備事業
宮古及び八重山保健医療圏の小規模離島における救急患者搬送に使用す
る車両を整備し、スムーズな搬送を行う。

沖縄県（病院事業局） 40,000 0 40,000

離島診療所の整備
老朽化した竹富診療所・医師住宅及び黒島診療所・医師住宅を改築し、医
師の快適な労働環境を確保する。

竹富町 168,000 42,000 0 126,000 有

院内助産所整備事業
産婦人科医の確保が不安定な宮古及び八重山保健医療圏において、助産
師外来の整備を行うことにより、産婦人科を補完する。

沖縄県（病院事業局） 54,000 0 54,000

院内保育所整備事業
交代制勤務である医療従事者の勤務状況に対応できるよう24時間対応可能
な院内保育所を整備する。

沖縄県（病院事業局） 48,000 0 48,000

新生児集中治療室の改修
八重山圏域で妊娠分娩産褥、周産期の病態の入院医療を全て取り扱ってい
る県立八重山病院は、それに係る施設及び設備が不十分であるため、その
整備を行い、圏域で周産期医療が完結できるようにする。

沖縄県（病院事業局） 56,000 0 56,000

ＩＴを活用した地域医療連携システムの構築
宮古・八重山保健医療圏の中核病院である県立病院と圏域の病院・診療所
の医療情報のＩＴ化を図り、診療情報を共有化することで、地域医療連携を推
進する。

沖縄県（病院事業局）、各地
区医師会

470,000 0 470,000

地域医療連携推進協議会の設置・運営
宮古・八重山保健医療圏のそれぞれの地区医師会、県立病院、民間病院・
診療所、保健所等で構成する協議会を設置し、地域医療連携を検討推進し
ていく。

沖縄県 4,000 0 4,000

小計 1,341,000 0 0 89,000 20,000 7,000 27,000 0 1,225,000 10,000

地域医療再生計画



沖縄県 地域医療再生計画　事業別調書 （様式２）

１．交付要綱第４の別表の（１）の地域（宮古・八重山保健医療圏）

基準額 25 億円
（単位：千円）

事業概要 事業者名（施設名等（開設者名を含
む））

総事業費(A)
既に実施してい
る国庫補助対象

事業費(B)

既に実施してい
る地方単独事

業費（Ｃ）

新規又は拡充す
る国庫補助事業
に係る国庫補助

金額(D)

都道府県
負担額(E)

事業者負
担額(F)

負担額計
(G=E+F)

寄付金その他
収入額(H)

差引額額(A-B-
C-D-G-H)

他の国庫補助
事業の有無

継続の場合の
単年度事業費
予定額（円）

地域医療再生計画

②都道府県単位の事業

後期臨床研修医派遣事業
県立病院群、群星沖縄（民間）及びRyuMIC（琉大）の３研修グループが連携
して、研修一環として離島などの医師不足地域等の病院で臨床研修を実施
する。

沖縄県 42,000 14,000 0 28,000 有

医師等の離職防止･再就職の促進対策
・女性医師等復職支援　・短時間正規雇用支援　・医師交代勤務等導入促
進
･離島離職防止事業等実施支援 ・医師事務作業補助

対象となる病院 314,000 94,000 0 220,000 有

専門医人材育成・人材確保事業
国内外で実施される専門研修会等に医師を派遣し、専門医を育成し、県内
における専門分野の後進指導を行う。

沖縄県 18,000 0 18,000

沖縄県看護師等修学資金貸与事業の拡大
貸与人数を増加し、また新たに学校納付金貸与制度を新設し、養成施設の
学生の中途退学や休学を防ぐ。

沖縄県 410,000 135,000 135,000 275,000 102,000

看護研修センターの建設
看護研修センターを整備し、看護の研修を強化することにより、看護職の資
質向上、離職防止、復職支援を図る。

沖縄県看護協会 700,000 400,000 400,000 300,000

看護職教育研修事業
新人看護職の卒後臨床研修の実施、指導者の育成、離島等の衛星通信研
修、認定看護師の育成等を行う。

沖縄県看護協会 89,000 14,000 14,000 75,000

沖縄県ナースセンター事業の充実･拡大
ナースバンク事業の充実強化、看護の心普及啓発訪問看護支援事業の強
化等により、看護職の復職支援等を図る。

沖縄県看護協会 52,000 42,000 42,000 10,000 42,000

離島診療所医師の代診医派遣事業
へき地診療所等の代診医師等のために、へき地医療支援機構に常勤の医
師を配置する。

沖縄県 84,000 42,000 0 42,000 有

遠隔画像支援システム
県内の離島診療所２０カ所に、インターネット回線を介して、医療機関の画像
情報など診療所で必要とする医療情報を得る。

沖縄県、対象となる病院 120,000 0 120,000

Ｗeb会議システム導入による連携推進事業
臨床研修グループの県立病院群(離島診療所)、ＲｙｕＭＩＣ群、群星沖縄が相
互に臨床研修講義や症例検討会を配信する

沖縄県、対象となる病院 8,000 0 8,000

離島・へき地診療所等の医療機器等整備
離島・へき地診療所等に妊婦管理のための胎児モニター等の周産期に係る
機器を整備することにより、医師等の円滑な診療実施を支援する。

沖縄県（病院事業局）、市町
村

149,000 0 149,000

小児救急電話相談事業（＃８０００事業）
小児患者の保護者向けの電話相談体制を整備することにより、地域の小児
救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進する（モデル事業）。

沖縄県 60,000 30,000 0 30,000 有

小計 2,046,000 0 0 180,000 177,000 414,000 591,000 0 1,275,000

3,387,000 0 0 269,000 197,000 421,000 618,000 0 2,500,000 164,000合　計



沖縄県 地域医療再生計画　事業別調書 （様式２）

１．交付要綱第４の別表の（１）の地域（北部保健医療圏）

基準額 25 億円
（単位：千円） ＜計画期間終了後＞

事業概要
事業者名（施設
名等（開設者名
を含む））

総事業
費(A)

既に実施し
ている国庫
補助対象
事業費(B)

既に実施し
ている地方
単独事業
費（Ｃ）

新規又は拡
充する国庫補
助事業に係る
国庫補助金
額(D)

都道府
県負担
額(E)

事業者
負担額

(F)

負担額
計

(G=E+F
)

寄付金
その他
収入額

(H)

差引額
額(A-B-
C-D-G-

H)

他の国庫
補助事業
の有無

事業継続（予定）の有
無とその理由

継続の場合の
単年度事業費
予定額（円）

①当該地域における事業

地域医療連携体制総合調整事業
地域連携クリティカルパスの管理・運用等、良質な地域医療連
携を推進していくための基盤を整備する。

沖縄県医師会 180,000 0 180,000

在宅歯科支援研修事業
在宅歯科医療を充実し、全身ケアの維持につなげる。在宅歯
科医療を実施するに当たって、必要な研修を行い、在宅歯科
医療に携わる歯科医師の増加を図る。

沖縄県歯科医師会 34,000 0 34,000

在宅歯科支援センターの設置
在宅歯科支援医療機関及び多医療機関との連携に対する情
報共有化のシステムの構築

沖縄県歯科医師会 12,000 0 12,000

在宅医療を推進するための基幹薬局（在宅医
療支援センター）の体制整備事業

薬剤師不足を補うため、基幹病院を中心とした薬局間、医療
機関等との連携のためのネットワークを作り、在宅患者訪問薬
剤管理指導、無菌製剤処理加算等を算定できる薬局を増や
し、薬局の在宅医療への参加システムを構築する。

北部地区薬剤師会 13,000 4,000 4,000 9,000

準がん診療連携拠点病院整備事業
がん診療拠点病院の要件を満たさないが、それに準ずる病院
を準がん診療拠点病院に指定し、相談支援、登録事業などを
行い、がん対策を推進していく。

北部地区医師会病院 20,000 0 20,000

在宅歯科診療機器整備事業 在宅歯科医療実施に必要な機器整備を行う 沖縄県歯科医師会 20,000 4,000 4,000 4,000 12,000 有

妊婦・新生児搬送用救急車の配備
本医療圏から中部医療圏や南部医療圏へ安全に妊婦・新生
児を搬送するための専用の救急車の設置

沖縄県（病院事業局） 80,000 0 80,000

ＩＴを活用した地域医療連携システムの構築
地域医療連携推進協議会を設置し、圏域内でのＩＴを活用した
医療機関の医療情報の共有等について、検討を行い整備をし
ていく。

沖縄県（病院事業
局）、北部地区医師
会

375,000 0 375,000

小計 734,000 0 0 4,000 0 8,000 8,000 0 722,000

②都道府県単位の事業

クリニカルシュミレーションセンターの設立
沖縄県全体の共同利用施設として、シミュレーションを用いた
医学・医療教育を行う研修施設を作る

琉球大学 1,400,000 0 1,400,000

琉球大学に寄附講座を設置
寄附講座を開設し、地域医療のための教育・研修を行うと伴に
沖縄全県の取り組みを支援する

琉球大学 250,000 0 250,000

医学部定員に地域枠を設定し、学生に対する
医師修学資金貸与事業を拡充

離島等の医療機関で必要な医師の養成及び確保を図る 沖縄県 236,000 108,000 108,000 128,000 有 64,000

小計 1,886,000 0 0 0 108,000 0 108,000 0 1,778,000

2,620,000 0 0 4,000 108,000 8,000 116,000 0 2,500,000 64,000

地域医療再生計画

合　計


